
名古屋工業大学学報 弟19巻(1967)

大都市における都市間題の諸側面

-
ll -

谷 口 茂

人 文 社 会 教 室

(1967年 9 月11日 受理)

Aspects of Urban Problems in Metropolises

Sigeru TANIGUCHI

Department of Humanity

(Received September ll, 1967)

With the cityward tendency of industry and population, there have risen

many urban problems in metropolises such as rise r)f land price, shortage

of housing, increase of traffic accidents and aggravation of pnblic nuisance.

Tbe
objects of this paper is to analyze various aspects of urban problems,

and to clarify what kind of influences these problems have on the bealtb

and lives of inhabitants in metropolises, and to find out bow to cope with

these problems.

昭和30年代VLはいって,わが国の工業は驚異的な成長

をなしとげたが,この高度成長期にあたって京浜,阪

棉,中京,北九州の4大工業地帯の発展はまことにめざ

ましいものがあった｡とくに京浜,阪神,中京の各工業

地帯は周辺の新興工業地帯と手をむすび,重イヒ学工業を

中核に飛躍的な成長発展を記録した｡すなわち東京,横

浜,大阪,神戸,京都,名古屋,北九州の7大都市とそ

の周辺地域VL,工業の集中がいちじるしくすすんだので

ある. 37年には全国の工業製品出荷額のうち, 4大工業

地帯(6都府県) VL59%が, 7大都市に35%が集中して

いる｡

このような工業の大都市-の集積にともなって,第3

次産業,とくに金融･保険･不動産業,卸売･小売業な

ども同じく大都市に集中した｡さらに,いわゆる中枢管

三哩機能も東京をはじめ大阪,名古屋など大都市の都心部

に極端な集中をみせている｡

しかしながら,大都市への産業の集中がある限度をこ

えてすすむと,過密の弊害が集積の利益を上回る結果に

なり,分散の利益を求めて工場が大都市から周辺地域へ

移転する債向があらわれてくる｡

以上のような産業の大都市への集中にともなって,全

国から大量の人口が大都市にむかって地すべり的な大移

動をはじめた｡そして, 40年10月1日現在,全国総面積

の0.8% -こすぎない7大都市vL,全国総人口の19.7%が

密集するV-いたった｡これは,大都市には就業雇用の機

会が豊富にあり,そのうえ所得水準が高いためである｡

また大都会のもつ表面的な聾やかさ,気楽さという魅力

も人口を吸引する大きな要因となっている｡

30年ごろから大都市の人口増加がドーナツ現象をみせ

はじめ,大都市が周辺部v-むかって膨張する傑向がしだ

いに顕著になってきたo その結果,京浜,京阪神,名古

屋,北九州の4大都市圏の誕生をみ,さらに東海道沿い

の地域にメガロポリスとよはれる帯状の巨大都市圏が形

成されはじめている.そして昭和60年にはこのメガロポ

1)スV-全国総人口の70%が集中すると推計されている｡

なお,量的に増加した大都市人口を質の点からみる

と,弟2次,第3次産業に従事する雇用者が圧倒的に多

く,そのなかでも中枢管理機能にたずさわるホワイト･

カラーの構成比がきわめて高いという特徴がみとめられ

る｡

さて,産業と人口の過度の集中,集積によって生まれ

たこれら大都市では,都市生活にとって絶対欠かせない

諸施設が驚くべきほど低い水準におかれている.その

うえ,わが国では伝統的に産業優先政策がとられてきた

ため,都市住民の生活基盤の整備がいちじるしく立ちお

くれている｡大都市におけるこのようなひずみから,大

都市居住者の健康で文化的な生活を阻害する多くの都市

問題,すなわち土地,住宅,生活環境,交通,公害など

の諸問題が発生した｡そしてこれらの都市間題の解決が

現在わが国の直面しているもっとも重大な問題の1つに
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なっている｡

このレポートの目的は,これら都市間題が大都市居住

者の健康と生活にどのような側面で,いかなる影響をあ

たえているのか,さらVLどのような対策が必要とされる

のか,を明らかにすることである｡なお,そのさい,互

いに複雑にからみあっている多くの都市問題を,その関

連を生かしながら綜合的に把握することにとくに留意し

た｡

× × ×

産業や人口が大都市へ集中した結果,当然土地にたい

する需要が大幅vL増大するo ところが,土地の供給vLは

一定の限度があるため,大都市とその周辺地域の地価が

天井しらずの上昇をしめした｡たとえば, 6大都市の地

価は,昭和30年を100とすると, 42年3月には工業地

1,554,住宅地1,146,商業地746VLはねあがったo ここ

で,まず土地問題がクローズアップされてくる｡

このような地価の騰貴は,具体的には, 30年以降の設

備投資ブ-ムに刺激された企業の工業用地の買いあさ

り,高速道路や東海道新幹線など公共事業用地の買いあ

げ,人口増加による宅地需要の増大,さらに不動産業者

の投機的な土地貰いしめ,土地所有者の土地売りおしみ

などにもとづいている｡需給のアンバランスもさること

ながら,わが国では土地VLたいする私権がきわめてつよ

いことが,このような地価の急激な上昇を招いた根本的

要因とみてよい｡

この地価騰貴はつぎのような影響をもたらす｡第1に

道路や公園など公共事業の用地を取得することがむずか

しくなり,たとえば土地を購入できたとしても,事業費

の大半を用地取得費にくわれ,資金効率が極端に低下す

る｡この意味で,住みよい都市づくりの最大のガンは土

地問題であるといえる.第2に,宅地の価格があまりに

も値上がりしたため,住宅を建設しようとしても宅地を

構入することができず,したがって住宅の不足という事

態をひきおこす｡第3に,大都市周辺の安価ではあるが

地形的には宅地V-不適当な土地に住宅が建設される頗向

がつよくなり,その結果,豪雨による黒いなだれがおこ

って,住宅が倒壊し人命が失なわれるという人災を招く

ことになる.第4に,企業の設備投資のなかの土地購入

費の負担を高め,工場や事務所の移転や拡張を困難にさ

せる｡

地価の騰貴が大都市住民の生活にこのような深刻な影

響をあたえているため,地価抑制のための施策を要望す

る声がしだいV-つよくなった｡そこで,これまで土地問

題に日をつぶってきた政府も,ようやく重い腰をあげ,

40年8月に地価対策閣僚協議会を設置した.また｢土地

は商品ではない｣という瀬戸山構想がうちだされたのも

この年である｡そして,不動産監定評価制度,地価公示

制度などの方策が検討され,また土地増価碗や空閑地税

の新設,固定資産税の適正化など税制面からの地価抑制

策が論議の対象にのぼりはじめたo

建設省は地価対策の1つとして土地収用法の一部改正

案をまとめ,公共用地VL収用される土地の補償を｢収用

決裁時の価格｣から｢事業認定時の価格｣に.あらため,

地主のごね得を封ずることを狙ったが,法務省や内閣法

制局などから横槍がはいり, ｢補償は事業認定時の価格

にその後の物価の変動を加味する｣と修正され,改正案

は2度も継続審議VLなった後, 42年7月VL成立した｡

さらVt_,建設省は都市再開発法案と都市計画法の全面

改正案を第55国会に提出するなど,土地問題と積極的VL

とりくむ姿勢をようやくみせはじめた｡

このうち都市再開発法案は立体換地方式と市街地再開

発組合方式の採用により,用地費を削減するとともに土

地買収にともなう紛争を解決して,市街地の産物の高層

化をはかることを目的としている｡この法案は土地問題

L21外にもいくつかの問題を解決するのVL役立つすぐれた

特色をもち,注目をあびている｡

これら都市3法ほ具体的な内容では不十分な点が多い

が,これまでタブーとされてきた土地の私権をある程度

抑制しようという点では画期的なものといえる｡それだ

けに土地収用法改正案のはあいのよう-こ,一部の利害関

係者からの激しい抵抗が予想されるが,政府はこれらの

圧力に屈することなく,都市間題のガンというべき土地

問題の解決のために,のこる2法案の成立につとめるべ

きである｡

× × ×

前vLのべたように地価がいちじるしく高騰し,また建

築費も大幅に値上がりしたため,住宅を建設するという

ことは大多数の大都市住民にとってまさに高嶺の花とな

った｡一方,大都市では若年層の比重が高く,しかも小

規模家族化の債向がつよいため,それだけ住宅の需要は

増大の一途をたどっ㌧ている｡ここから,深刻な住宅不足

の問題が生まれてくる｡

41年の建設省の調査によれば,全国都市世帯のなか

で, ｢早急に住宅がほしい｣あるいは｢住宅に困ってい

るが,がまんしている｣と答えた世帯が44%にのぼって

いる｡また,公団住宅-の入居競争率が大都市ではいず

れもきわめて高く,たとえば東京都では40年度平均50倍

というはげしい競争率であった｡これらの数字は大都市

では住宅難がいかに重大な問題であるかを如実V-物語っ

ている｡

そのうえ,前述の調査で｢住宅があっても狭すぎるか

古すぎる｣という不満をもらした世帯が全体の26%をし

めている｡また東京都全世帯のうち,狭小過密の典型で

ある6畳1間の民間木造アパ-トにすんでいる世帯が約

30%vLのぼると推計されているo したがって,大都市で

は住宅の量的不足のほかに,その質的低下という側面が

問題になってくる｡

さらVL,大都市の住宅は,安価な広い適地を求めて,

1
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大都市周辺地域へ無制限に,スプロール状かこ広がってい

く債向がつよい｡そのよい例が公団住宅である｡そして

そこでは遠距離通勤通学,生活環境施設の不足,地元市

町村の財政圧迫,ときにほ危険な宅地造成などの問題が

生じてくる｡この意味で,住宅の立地条件の悪化という

ことも大都市における住宅問題の1つの側面とみること

ができる｡

まず第1の側面である住宅の量的不足を解消するため

に,建設省は1世帯1住宅をめざして, 41年から5年間

に政府施策住宅と民間自力建設住宅をあわせて760万戸

を建設するという住宅建設新5か年計画を策定した｡と

ころが,大蔵省との予算折衝の過程で670万戸に変更を

よぎなくされ,政府施策住宅の建設数も340万戸から270

万戸に減少した.この計画の問題点は,住宅の建設目標

が当初の案よりも90万戸も減少したこと,政府施策住宅

の比重が低下したこと,その政府施策住宅のなかで持ち

家v-重点がおかれていることなどである｡大都市で住宅

敷こ悩k,でいるのは,主に低所得の勤労者階層であるか

ら,家賃の安い公営住宅を大量に建設することに重点が

おかれるべきである｡このような計画では大都市の深刻

な住宅難は到底解消されそうもない｡

大都市でほたんに住宅の量を増加させるだけではな

く,同時に住宅の質と立地条件の向上という点も考慮に

いれなけれはならない｡したがって,通勤通学に便利で

上下水道などの生活襲境施設に比較的恵まれている市街

地を再開発し,そこに2 DK以上の低家賃の公営住宅を

高層化によって大量に建設するという政策が望ましいも

のになる｡しかし,高層住宅にも電波障害,火災,エレ

ベーターと物干場の不足などの問題が付随してくる｡一

方,大都市では都,L､部を中心VL地下街が増加している

が,これにも火災,空気汚染,環境衛生の悪化という問

題がともなう｡

× × ×

大都市は地価騰貴や住宅不足など深刻な土地,住宅問

題をかかえていたが,つぎに住宅をとりまく生活褒境の

点では安全,健康,能率,快適というような基本的な条

件がどの程度みたされているのか,具体的には生活褒境

施設がどれほど整備されているのか,をみることにす

る｡

大都市における生活褒境施設には,供給,処三哩,交

通,連絡,教育,文化,集会, vクリエ-S/ヨン,娯

莱,購買,保健,社会福祉,保安などの諸施設がある｡

大都市がたえず成長し発展してゆくため,生活壊境施設

がこれにともなわず,このギャップから多くの問題が生

まれてくる｡とくに,下水道や清掃などの処理施設と,

公園や緑地などのレクリエ←ション施設の不足がいちじ

るしい｡

まず,下水道の現状をみると,市街地VLおける下水道

普及率は名古屋市が53%,大阪市が48%,東京都区部VL

いたっては23%にすぎない｡したがって,大都市の家

磨,事務所,工場,学校などから排出される汚水の多く

が,そのまま下水溝,どぶ川をとおって近くの河川に流

れこみ,バキューム･カーで汲みとられたし尿がオワイ

船で沖合に選ばれて海洋VL投棄される｡その結果,大都

市近郊の河川や海の汚れがますますひどくなる｡

政府は42年度から9, 300億円の予算で下水道整備5か

年計画を実施するが,最終の46年度末には下水道普及率

は7大都市市街地の70%になる.

つぎに,清掃施設についてその実態を眺めてみたい｡

大都市では人口増加によって家庭などから排出されるご

みの量は増大する一方である｡しかも使い捨て時代とあ

って, 1人あたりのごみの畳もここ7年間VL倍増してい

る｡東京都区部を例にとると, 1日VL排出されるごみの

童はなんと8,030トンにのほっている｡

ところが,焼却場の不足と用地難,交通量の増加と収

集圏の拡大のため叫文集運搬能力の低下,ごみの質の変化

による焼却処理の効率悪化,現業員の不足などから,収

集されたごみの一部が衛生的に焼却処理されるにとどま

り,その大部分は埋め立て処分地VL山のようvLつみあをデ

られるo 東京都区部のぼあい,焼却処理が20%にすぎ

ない｡ ■さらVL,住民の公徳心の欠如から,町なかの空地

や川に捨てられるごみもかなりの量VLなる｡

その結果,東京都の夢の島のように,埋め立て処理さ

れたごみの山はハエやカを生む温床になって,各種の伝

染病の原因になるはかりでなく,異様な臭気をまきちら

して付近の住民VL頭痛や吐き売をおこさせる｡また, )fF

vL投棄されたごみは水質を汚染し,さらに町なかに放置

されたごみは野犬を育てるもとになり,その野犬VL住民.

がかまれるというケ-スが少なくないb

政府は,この対策として, 960億円の費用で46年度書

でに特掃地域から排出されるごみの75%を焼却処理する

計画をたてている｡

つぎに,公園,児童公園,運動場,緑地などvクリエ

-ション施設の現状を眺めてみたい.これらの施設は都

市生活の緊張を緩和させ,児童を交通事故から守り,育

少年のJb身の健全な成長をうながし,災害や騒音を防止

するなどの点で重要な意義をもっている｡

ところが,大都市では住民1人あたりの公園や児童公･

園の比率がきわめて低く,いずれも都市公園法の基準を

はるかVL下回っているo このうち住民一人あたりの公園

比率をとりあげてみると, 7大都市のなかで比率がもっ

とも高い神戸市では4.7平方メートル,最低の東京都区

部にいたっては0.7平方メ-トルVLすぎない.しかも,

この比率は人口増加によってさらに低下する頗向-こあ

る.そこで,横浜市の砂山運動のようVL各都市がそれぞ

れ対策をねっているが,建設省ほ大都市近郊を流れる10

河川の河川敷18か所を青少年や子どもたちの遊び場とし

て開放することにふみきったo さらに,都市近郊の国有
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農地1,800か所, 600ヘクタールも近い将来ちびっ子広場

VL生まれかわる予定である.

また,大都市では住宅,工場,道路などがもともと乏

しい緑地を蚕食し,樹木も容赦なく切り倒されていくた

め,緑地や樹木は大都市からしだいにその姿を消しつつ

ある｡そのうえ,ばい煙や自動車の排気ガスも樹木や街

路樹を痛めつける.この少なくなる録を守りさらには育

てるために,各都市ではそれぞれ対策をたてている｡た

とえば,大阪市では39年に線化百年宣言を発し,同年以

降の同市の炭化予算が年々倍増をつづけているのはほめ

られてよい｡なお,過密化した市街地で公園や緑地など

のレクT)エーション施設を生みだすためにも,前にのべ

た市街地再開発の政策がきわめて有効である｡

ここでは大都市の生活褒境施設のうち,処理施設とレ

ク1)エ-ション施設をとりあげてみたが,それらは住民

が健康で文化的な生活を営むためVLはあまりにも貧弱な

ものであった｡このほかにも,犯罪のドーナツ化や機動

化VL対応できない警備施設,高層建物や地下街,ガソリ

ンやLPガスのスタンドなどの増加に立ちおくれている

消防施設,貧しい利水計画のためすこし日照りがつづく

とすぐ水ききんにみまわれる上水道,人口増加のド-ナ

ツ化rL追いつけない教育施設,共稼ぎ夫婦の増加におく

れをとる託児所や保育所,青少年非行の温床となる不健

全な盛り場,娯楽施設など大都市の生活褒境施設VLは問

題点が少なくない.さいごに,道路や鉄道などの交通施

設も大都市では不足のいちじるしい施設であるが,これ

は交通問題としてつぎにあらためてとりあげる.

× × ×

前述したように,大都市の周辺地域で人口が急激に増

加しているが,それにともなって大都市への通勤通学人

口が年8%の伸び率で増大している｡ 40年10月1日現

荏,東京都区部に通勤通学する流入人口は139万,大阪

市や名古屋市への流入人口はそれぞれ88万と25万に達し

た｡そして,これらの尤大な人口が朝夕の狭い時間帯に

一方向にむかって大移動することVLなる.

これにたいして,東京,大阪,名古屋などの大都市で

は,地下鉄網の建設･整備,郊外鉄道の都心のりいれ,

さらに国鉄や私鉄の既設線の強化など輸送力の増強につ

とめてきたが,激増する輸送需要の前にはまさに焼け石

に水でしかない｡

その結果,朝夕のラッシュ･アワ-VLは大都市の主要

交通機関は達員のほぼ3倍に近い王昆雑ぶりを呈し,改札

どめによって辛うじて混乱を防いでいるところも少なく

ない.とくに冬の着ぶくれ期には,まさに殺人的といっ

てもよtい混み方になる｡

この通勤通学地獄は通勤通学者に少なからぬ疲労をあ

たえるとともに,かれらの貴重な時間を浪費させること

になる.さらK:,過密ダイヤ,満員電車は交通事故を誘

発しやすい｡

将来ますます激化することが予想される通勤通学難の

対策として,従来の国鉄,私鉄などの路線のほかに,主

なるベッドタウンと都心をむすぶ通勤通学用高速鉄道を

建設することがぜひとも必要である｡そして,これに通

勤特急を走らせ,流入人口を都心まで,大量vL,迅速

K:,しかも直接に輸送しなけれはならない.ただし,主

要な住宅団地と特急停車駅とをバスでむすぶことが肝要

である｡なお,この通勤鉄道が大都市都心地区では地下

匠もぐることはいうまでもないo

つぎに,比較的近距離からの通勤通学人口は郊外バス

のネットワークで大都市近郊の地下鉄ターミナルまで運

び,そこで地下鉄VL接続するo I

さいごに,大都市市街地では,環状,放射状に建設さ

れた地下鉄と,さらに高密度のバス路線網とが主要な大

量交通機関となる｡しかし,バスには道路混雑,騒音,

排気ガスなどがともなうために地下鉄の建設整備がつよ

く望まれるが,その建設費が巨額l,T-のほるところに問題

がある｡モノレ-ルはこの点で有利な条件に恵まれてい

るため,ヘリコブタ-とともに将来の大都市交通の有力

なVLない手VLなろう｡一方,路面電車は道路交通の激化

とその輸送効率の低下VLより,徐々に撤去されつつあ

る.なお,大都市の公営交通事業はどこも蒐大な赤字を

かかえており,政府の強力な財政援助が期待されてい

る｡

このほか,時差通勤通学が実施され,多少の効果をお

さめているものの,これはしょせん抜本的対策とはいい

がたい.そこで,住宅問題のところでふれたように,市

街地に高層住宅を建設し,そこに大量の人口を収容する

ことによって通勤通学人口をこれ以上ふやさないようVt一

抑制することも,有効な対策の1つである｡

通勤通学難とならんで道路交通混雑も大都市交通のも

つ1つの問題点である｡大都市における自動車の増加は

まことVLめざましく,ここ10年間に5倍から6倍の伸び

をしめし,東京都では40年6月に自動串登録台数は110

万台を突破した.これにたいし,道路率は東京都区部が

ll.1%,大阪市11.1%,名古屋市10.9%ときわめて低い

うえ,道路の増加率も名古屋市を例にとるとこの10年間

vLわずか1.5倍VLすぎない.しかも,道路の錨装率や改

良率がいずれも驚くほど低い水準V-ある｡急増する革と

量質ともVL劣る道路,このアンバランスが道路交通まひ

をひきおこし,それをいっそうはげしくさせる｡

その結果,大都市の主要交差点で事の流れが数百メー

トルにわたって渋滞することがめずらしくなく,道路交

通の効率が大幅VL低下し,大都市の活動そのものが動脈

硬化にかかり,住民の生活に少なからぬ不便をあたえ

る.同時vL,銑気ガスのなかの有害成分が増加し,大気

汚染の原因にもなる｡

この道路交通まひを解消するためには,路上駐車禁止

区域の拡大,一方通行,右折禁止などの交通規制を強化
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することや,交通まひの直接の原因を■とり除くこと･つ

まり橋の拡幅,道路の立体交差,踏切の立体交差などの

方法があるoまた前述したようをこ自家用車と地下鉄ある

いはバスを効果的VL組みあわせたパーク(キス) ･アン

ド･ライド方式をとりいれて,通勤自家用車を都心部か

らしめだすこと,郊外に流通団地をもうけて貨物車を市

街地VLいれないようにすることも主要な対策の1つであ

ろう｡

しかしながら,根本的対策はなんといっても積極的に

道路面積をふやすことである｡ところが,市街地では道

路を新設,延長,拡幅することはきわめて困難であるが

前述の市街地の再開発,建物の高層化を行なうことV-よ

って道路を多少なりとも生みだすことができる｡しか

し,それだけでは十分といえない｡そこで,道路の立体

化,すなわち自動革専用高架道路を縦横に建設すること

が道路交通まひを解消する重要な対策となる｡

道路交通まひと関連して,駐車場難も大都市,とくVL

その都心部では大きな問題となっているが,過密化した

市街地では駐串場をつくりだすことがむずかしく,大規

模な地下駐車場を建設することが駐車場難を解決するた

だ1つのきめ手となる｡

大都市交通のもう1つの問題点は,交通事故の増加で

あり, 41年中の交通事故による死者は全国で16,517人V-

のぽった｡交通事故は道路交通事故,鉄道事故,海上事

故,航空事故などVLわかれているが,交通事故死者の84

%が道路交通事故の犠牲者であり,その43%が4大都市

圏(11都府県)に集中している｡

この道路交通事故の特徴をみると,第1原因者別では

自家用貨物車が圧倒的多数をしめ,類型別では人対自動

車のケースがもっとも多く,死者の内訳では歩行者が全

体の3分の1で第1位となっている｡

道路交通事故の原因については,主原因が自動車側V-

あるケ-スが大部分をしめ,その原因は飲酒運転,わき

見運転,追いこし違反,スピード違反,一時停止違反の

順である｡

道路交通事故を防止するために,とくに歩行者の死亡

事故を絶滅するために,つぎのような多くの対策が実施

されている｡その第1は道路交通壊境の整備である｡こ

のため41年度から交通安全施設緊急整備3か年計画にも

とづいて,道路標識,信号機,横断歩道橋,歩道などの

整備がすすめられている｡これは歩行者を事故から守る

ためにきわめて有効な対策であって,とくに横断歩道椿

は歩行者の保護に大いに役立っているo また,安全施設

のほかにも,道路の幅員におうじて通行できる車両を制

限する,自動車や荷物による道路の不正使用を取り締ま

るなどの対策も並行して行なわれている｡

第2は安全運転の確保である｡このために,自動車の

検査と整備が義務づけられ,自動車運送業者は運転者の

労務管理に十分留意するように求められている｡また,

運転免許制度について,免許取得における精神診断制度

の採用,大型免許取得年令の引きあげなどの対策がとら

れた｡

第3には,交通秩序の確立のために交通警官の増員,

交通取り締まり体制の強化が行なわれている｡また,道

路交通法違反者を適切に処理するため, 43年7月から新

しく交通反則通告制度がとりいれられることV-なったo

なお,交通事故の罰則もしだいに強化されているが,そ

の-壌である刑法211粂の改正案は国会を通過するにい

たっていない｡

第4 VL交通安全思想の普及徹底があげられるが,この

ため毎年春と秋に交通安全運動が全国的にくりひろげら

れている｡また最近,交通安全教育が学校で正課として

とりあげられることVLきまった｡

以上の事故防止対策とともに事故被害者の救済も重要

な問題であり,これは救済医療対策と被害者援助対策と

vLわかれる.このうち被害者援助対策として,全国都道

府県VL交通車故相談所が設置され,自動車損害賠償保険

の保険金がふたたび引きあげられた｡他方,交通災害共

済制度など被害者の自衛策も徐々に普及しつつある｡

つぎに,鉄道事故について考えてみたいo ここで問題

となるのは,大都市地域で多発する踏切における電車と

自動車の衝突事故である｡その原因をみると, 99%まで

が踏切VLおける自動車道転者の不注意である.したがっ

て,この対策は運転者の交通ル-ルの専守にまつことが

第1であるが,踏切の立体交差化,踏切の統廃合,踏切

における警報機,開閉機の設置などの対策も同時に行な

われなくてはならない｡

海上事故は-ここでは狭義の港湾内の事故をさすが

海上輸送量の増加によって大小さまぎまな多数の船舶が

京浜,名古屋,大阪,神戸,関門などの大都市港湾にお

しよせ,ひしめきあうところから生ずる｡そして,従来

の港別法や海上衝突予防法では事故防止の効果が乏しく

なったため,海上保安庁では42年8月v-新しい事態むこ則

した海上交通法実の要綱をまとめた｡また,タンカーな

ど危険物質をつんだ船舶が港内で大火災をおこす恐れが

あるが,これにたいして化学消防艇などの整備が必要と

される｡

航空事故は離着陸時と航空時とV-わかれるが,ここで

問題vLなるのは悪気流,故障,操縦ミスによって航空機

が人家の密集した大都市市街地に墜落するケ-スであ

る｡愛知県小牧基地の自衛隊機がしばしば近くの民家や

鉄道に墜落したため,周辺市町村から基地移転の要請が

行なわれている｡

× × ×

交通問題とならんで,大都市住民の健康で文化的な生

活をおびやかすものに公害がある. 42年7月に成立した

公害対策基本法では｢公害とは事業活動その他の人の活

動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染,水質の
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汚濁,騒音,振動,地盤の沈下(鉱物の掘採のための土

地の掘さくによるものを除く)および悪臭によって,人

の健康または生活褒境にかかる被害が生ずることをい

う｣と規定されているo もちろん公害は実際にはこの6

種類にとどまるものではなく,新幹線や高層建物による

電波障害などもふくめて広義に解釈すべきである｡

まずはじめに,公害のトップにあげられる大気汚染に

ついて,その原因,影響,対策をみること乾するo大都

市とその周辺地域に林立する無数の煙突はたえずはい煙

を吐きだし,大都市を走り回る尤大な数の自動車は排気

ガスをまきちらしている｡ばい煙と排気ガス,これが大

気汚染をひきおこす元凶である｡なお気象的,地理的条

件が大気汚染をはげしくするためVL重要な役割を演じて

いることを見落してはならない｡まず,はい煙による大

気汚染からとりあげることにしたい｡このはい煙のなか

にふくまれている大気汚染物質は,主に石炭を燃焼させ

るときに発生するばいじんと,石油系燃料を燃焼させる

ときに発生する亜硫酸ガスの2つに大別される.名古屋

市を例にとると, 41年には全市平均して, 1か月1平方

キロあたり10.8トンのはいじんと, 1日100平方センチ

あたり1.8ミリグラムの亜硫酸ガスが同市の空気を汚し

ていたのである｡ただし,抽主炭従のエネルギー革命の

進展にともない,大気汚染の主役が黒いはいじんから白

い亜硫酸ガスへと交代した｡

それでは,このはいじんと亜硫酸ガスは住民の健康と

生活にどのような影響をあたえているのかo はいじんは

住民の肺や気管VL沈着したり,あるいは粘膜を刺激した

りして呼吸器障害をおこし,また洗濯物,衣服,家財道

具などを容赦なく黒く汚す｡一方,亜硫酸ガスは四日市

ぜんそくなどとよはれる慢性気管支炎や肺気腫などの呼

吸器疾患をはじめ,肝臓や腎臓などにも障害をおこし,

住民の健康をじりじりとむしばんでいる｡また,農作物

や樹木などの成長を妨げ,ときにはこれを枯死させるこ

ともある｡さらに,新幹線の架線を腐食させ,缶詰をさ

びさせるなどいろいろな被害をもたらす｡なお,はい煙

はしはしは悪臭をともない,住民に頭痛や吐き気をおこ

させる｡悪臭は各種のはい煙が大気中で重合して発生す

るはあいが少なくない｡

さて,はい煙vLよる公害を防除するためには,まずは

い煙からはいじんと亜硫酸ガスを取り除く方法が考えら

れる｡このうち,はいじんVLついては機械式あるいは電

気式除じん装置をとりつけることによって,ほぼ完全匠

はいじんを除去することが可能になった｡宇部市のはあ

いがそのよい例である｡しかし,亜硫酸ガスを取り除く

方法には,重油からの直接的脱硫と排ガスからの間接的

脱硫の2つの方法があるが,いずれもまだ実用化の段階

にはいたっていない.だが,たとえばいじん.と亜硫酸ガ

スを完全に除去できる装置が開発されたとしても,工場

が自発的に多額の費用をかけてこれらの装置をそなえ,

有害物質の排出を自主規制することは到底期待できな

い.やはり,法律によってこれを規制する方法に頼らざ

るをえない｡

そこで, 37年にはい煙規制法が制定され,指定地域に

おける排出基準を設定して,有害物質の排出を法律で規

制することになった｡しかし,この基準が個々の発生源

にたいする基準であるため,発生源が集中しているとこ

ろでは褒境汚染濃度が全体として基準よりもはるかに高

くなる,という欠陥がある｡また,地方公共団体も公害

防止条例にもとづいて,煙突の排煙濃度の測定を行な

い,スモッグ警報を制度化するなど大気汚染の防止につ

とめているが,条例のような規制力の弱いものでは効果

はほとんどあがっていない｡

このほか,無煙炭や硫黄分の少ない石油を使用する方

法もあるが,わが国のおかれている諸種の条件からみて

この対策は実現の見通しがうすい｡また,脱硫方法が確

立されていない亜硫酸ガスを防除するためVL,煙突を高

くするという方法もとられている｡ところが,汚染濃度

が確かVL一稀薄になるとしても,高さVLもよるが汚染区域

がかえって拡大するというマイナス面もあって,根本的

な対策とはなりえない｡そこで,現在四日市市ですすめ

られているように,気象条件を考慮紅いれて,工場地域

と住宅地域とを完全に分離させるという方法が,亜硫酸

ガスを防除するための根本的な対策になるのではない

か｡

大気汚染のもう1つのタイプは自動車の排気ガスによ

るものであった.この排気ガスにふくまれている有害ガ

スは一酸化炭素をはじめ窒素化合物,炭化水素などで,

辛が小刻みに発進や停止をくりかえすときに多量に排出

される｡したがって,自動車の交通量の多い,交通渋滞

のひどい交差点付近の空気がもっとも汚染されやすい｡

たとえば,厚生省の調査によると, 40年9月VL東京都世

田谷区大原交差点の中央部で平均55PPMの一酸化炭素が

検出されている｡

住民がこの一酸化炭素をたえず吸っていると,血液内

の一酸化炭素ヘモグロビンの量が増加し,体内への酸素

の供給が妨げられるため,体内の酸素が欠乏して,せ-

き,頭痛,吐き気などの症状がおこってくる｡そのうえ

排気ガスのなか(,TLは危険な発ガン性物質がふくまれてい

ると報告されている｡

ところが,わが国では排気ガス中の一酸化炭素の量が

3 %以下の改造エンジンの使用が道路運送車両法によっ,

てきめられているだけで,この恐るべき排気ガスはほと

んど野放し状態vLあるといってもよい.そこで早急にな

んらかの対策を実施することが必要とされる｡この対策

には,燃料組成の改善,エンジンの定期的整備,浄化装二

置のとりつけなどがある.この浄化装置にはアフターバ

-ナ-方式と触媒コンパ-メ-方式があり,数万円程度L

の装置がすでにいくつか開発されている.さらに,道長各
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を立体交差にして革の一時停止の回数を-らす,電気自

動車を研究開発するなどの対策もある｡しかし,費用と

効果の点を考慮にいれると,浄化装置のとりつけを法律

によって義務づけることがもっとも手近な方法である｡

大気汚染と対比される公害が水質汚濁である｡大都市

への産業の集中とその重化学工業化は工場から排出きれ

る廃液の量を増大させたばかりでなくt 廃液の汚染の度

合いをいちだんと高めた｡同じく,人口増と生活の高度

化は家庭からの汚水の量をいっそう増加させる｡これむこ

たいして,廃液の浄化処理施設をそなえた工場が少な

く,また前vLのべたように市街地においても下水道や終

末処理場がきわめて不足している｡したがって,廃液や

汚水がそのまま河川に流れこみ,さらに河川に投棄され

たごみもくわわって,大都市近郊の河川は魚もすめな

い,どす黒い死の川と化してしまった｡ 40年の建設省の

調査によれば,東京都の荒川,大阪市の大和川,名古屋

市の堀川のB 0 D (生物化学的酸素要求量)はそれぞれ

32PPM, 45PPM, 39PPMというひどい汚れ方であっ

た｡

河川の水質汚濁が住民の生活におよぼす影響は,実V-

広範囲にわたっている｡まず,有機水銀中毒や伝染病の

発生源になって住民の生命身体をおびやかし,河川水を

上水道に利用するさいその浄化コストをいちじるしく上

昇させる｡また,稲作や養殖金魚など農業,漁業にも大

きな被害をあたえ,船舶の金属部晶を腐食させる｡さら

に,悪臭をはなって,住民に不快感をあたえ,頭痛など

のもとになる.

この汚染された河川の水が海に流れこみ,臨海工業

地帯から遺棄された抽や海洋投棄されたし尿とともに,

こんどは海水を汚染させる｡そこで,抽くさくて猫も食

べない魚,大腸菌のために遊泳禁止になった海水浴場,

同じく大腸菌に汚染されたカキなどが問題になるo さら

に,タンカーなどから日本近海で年間30万トンも投棄さ

れる廃油も,のり養殖にしばしば莫大な被害をあたえて

問題V-なっている.

河川や海の水質汚濁vL-よる公害を防除するための切札
＼

ほ,いうまでもなく市街卿まもとよ■り工場地域もふくめ

た地域に下水道と終末処理場それに清掃施設を整備する

ことである｡しかしながら,前述の下水道整備計画で明

らかなようVL,これに大きな期待をかけることはできな

い｡また,川底をしゅんせつする,他のきれいな河川の

水を導入する,酸素を吹きこむなどの方法があるが,そ

れぞれ問題点が多い｡そこで,汚濁の発生源にたいして

規制をくわえる一という方法に頼らざるをえない｡このた

め, 33年に水質保全法と工場排水規制法が制定されたが

規制のもとになる水質基準を決定するまでに長い年月を

必要とすること,その水質基準が個々の工場から排出さ

れる廃液の濃度についての規制であること,小工場が規

制の対象からはずされていること,監視体制が一本化さ

れていないことなど欠陥が多く,規制の効果はほとんど

あがっていない｡したがって,環境基準を設定するこ

と,罰則を強化することなどの対策が必要とされる｡ 42

年3月,建設省は全国河川の水質をBODで4 PPMに

抑えるという河川法施行令改正案を発表したが,はやく

も経済企画庁あたりから反対の声があがり,改正案の実

現があやぶまれている｡なお, 42年7月V-海水汚濁防止

法が成立し,廃油による汚濁の防止対策は一歩前達した｡

公害のなかで住民の苦情がもっとも集中しているのが

騒音である｡騒音はその発生源VLよって,各種の工場や

土木建築現場から生ずる工場工事騒音,ジェット機,新

幹線,自動車などが発する交通騒音,それV-遊戯場,街

頭の宣伝,ラジオ,楽器などによる一般騒音にわけられ

る｡このなかで,工場騒音が個別的で対象が特定である

のVLたいして,交通騒音とくに自動車騒音は広域的で対

象が不特定という差があるが,いずれも大都市住民に少

なからぬ被害をあたえている｡ 80ホン以上の騒音にかこ

まれていると,だれもが神経がいらいらして怒りやすく

なるo騒音がさらに大きくなると,頭痛,耳鳴,血圧上

昇,胃の機能低下,不眠などの症状があらわれ,難聴に

かかるケースも少なくない｡そのうえ,騒音は住民の頭

脳の働きを鈍らせ,作業や学習の能率をいちじるしく低

下させるo また,騒音は家畜むこも悪影響をあたえ,鶏の

産卵率の低下,牛の乳量の減少などの原因になることが

明らかにされている｡

つぎに,この騒音を防止する対策v-ついて考えてみた

い.工場騒音VLついては,機械装置を点検整備すること,

建物を消音構造に改造すること,消音装置をとりつける

ことなどの方法があるが,住宅にかこまれている騒音の

ひどい工場などは,郊外むこ工場団地をつくりそこへ集団

移転させることが必要である｡現在,大阪府で公害防止

事業団の手によってこうした計画がすすめられている｡

つぎに, 130ホンをこえるジェット機や80ホンをこえる

新幹線のすさまじい交通騒音V-たいしては,周辺の住宅

や学校を移転するとか,もしくは防音構造に改造するな

どの対策がとられなくてはならない｡また,最近苦情が

ふえつつある自動車騒音VLは,消音器の効率を高めるこ

とが要望される｡

騒音vLついての住民の苦情がもっとも多く,またその

被害が少なくないのにもかかわらず,騒音を規制する法

律はなく, 32の都道府県で騒音防止条例によって取り締

まりが行なわれているVLすぎない｡この条例では,用途

地域ごとVL音量基準をもうけ,これに違反したはあいに

は騒音防止の措置を講ずるように行政命令をだすことが

できる｡しかしながら,罰則が軽いため,大きな効果は

望めないのが実情である｡

振動は,騒音と同様むこ,その原因V-よって工場工事振

動,交通振動,一般振動にわかれるが,地盤の強弱と密

接な関連をもち,軟弱な地盤のところではそれだけ被害
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が大きくなる｡振動は住民に不安感,不快感をあたえる

が,それ以上に家屋,地下の水道管やガス管,道路,橋

梁などをこかなりの被害をもたらす.騒音と同様に,振動

を取り締まる法律はなく,地方公共団体が条例でこれを

規制しているのみである｡そのうえ,規制のもとになる

振動基準が設定されている都道府県は数えるほギしかな

い｡しかも,この基準は振動がもっともはげしい工事振

動には原則として適用されない.騒音と振動について

も,これを規制する法律が一刻もはやく制定されること

が望まれる｡

さいごに,地盤沈下の実態をみることにするo大都市

に密集する工場や事務所が冷却用や沈潜用に使用する地

下水の量は尤大なものになるo たとえば,東京都とその

周辺で1日に160万トンの地下水が汲みあげられている

と推定される.この地下水の大量汲みあげによって,沖

積層の軟弱な地盤が収縮し,その結果地盤沈下が生ずる

のである｡

東京都では現在23区の44%におよぶ地域が最高年18セ

ンチずつ沈下し,ゼロ･メ-トル地帯が45平方キロに達

しているのをはじめ,周辺の市川市,川口市,川崎市,

横浜市などで,また大阪市を中心に尼崎市,西宮市で,

さらに名古屋市などでも地盤沈下がおこり,大きな問題

をなげかけている｡

その結果,地盤沈下地域は高潮,豪雨などのさい出水

しやすく,家財道具が水V-つか卑ばかりでなく,ときに

は生命さえも危険VLさらされる｡また,家屋をはじめ地

下VL埋没されたガス管や水道管,あるいは橋梁や道路も

少なからぬ被害をうける｡この地盤投下を防止する梶本

的対策は,いうまでもなく地下水の大量汲みあげを規制

することであり,この日的で31年vL工業用水法が, 37年

にビル用水規制法が制定された.しかし,この2つの法

律はいずれも産業保護の色あいがこく,ある地区の地下

水の汲みあげを規制するためには,その地区に別の方法

で工業用水を供給しなけれはならないこ,とになってい

る｡したがって,東京都では浄化壊元水や河川水を使っ

て江東,城北地区の工場に用水を供給しているが,その

水質が悪いうえにコストも高いため,いまだに多数の工

場が地下水を･使用しているoつまり,地下水の汲みあげ

を完全に抑制するためには,安くて良質の工業用水を豊

富に確保することが必要であり,そのためにまず河川水

の高度利用計画を策定することが望まれる｡なお,海水

を淡水化して工業用水に使用する方法も現在研究開発が

すすめられている｡このほか,防潮堤や河川堤のかさあ

げと強化,排水施設の整備,避難所の建設などのいわば

消極的な対策がある｡

さて,大気汚染によって,大阪市の工業地区では1世

帯あたり年間1万4,000円の損害をうけ,東京都の公立

学校の13.5%が騒音などの公害に苦しみ,名古屋市では

32%の世帯が公害の被害をうけている｡大都市住民が公

害によってこうむる被害は,物心両面にわたってはかり

しれぬものがある｡

こうした公害の暴力から住民の健康と生活を守るため

にほ,国や地方公共団体が有効適切な対策をたて,それ

を強力に実施する以外に方法はない.すなわち,自動

亭の排気ガスのようVL法的規制がまだ行なわれていない

公害にたいして適切な規制法を制定することがまず要望

される｡つぎに,現在の公害規制法VLは産業保護の色彩

がこく,規制の効果が弱いため,住民の健康を最優先さ

せる立場にたって規制をさらに強化することが必要であ

るoなお,各企業が公害防除のために使用した投資額

は, 40年には全設備投資額のわずか1.7%にすぎない.

企業は地域社会VLたいする社会的責任を自覚し,公害防

除のための技術の開発と設備の充実につとめるべきであ

ろう｡

公害の発生を規制すると同時に,政府は総合的な公害

防止計画を策定し,公害防除技術の研究開発,エ場地区

と住宅地区の分離,道路や下水道の整備,緑地帯の造

成,河川の高度利用,国の財政援助などの施策を実施す

べきである｡

42年7月むこ公害対策基本法が成立し,公害行政は本格

的にその弟一歩をふみだしたわけであるが,当初の公害

審議会の答申から大幅に後退したため,どれほどの効果

が期待できるかきわめて疑わしい｡

さいごに,公害行政にかぎらずひろく都市間題行政に

みられる問題点を指摘しておきたい｡その第1はたて割

り行政である.都市間題に関係のある多くの省庁の間で

利害の対立がつよいため,横の連絡,調整が円滑さを欠

き,都市間題行政はばらはらなかたちですすめられてい

る｡その第2は行政区画の問題である｡大都市がその行

政区域をこえて周辺市町村にまで拡大したため,実質都

市と行政都市との間に大きなギやツプが生じた.それに

もかかわらず,都市間題の対策は実態にそわないかたち

だけの狭い行政区画にもとづいてすすめられている｡そ

の第3は地方自治の問題である｡わが国では大都市の行

財政の基盤がきわめて弱体であるため,大都市は多発す

る都市間題vLたいして有効な対策を実施することがむず

かしい｡そのよい例が公営交通事業である｡しかし,こ

れらの問題の根底には現在の政府,与党の都市間題にた

いする消極的姿勢が横たわっていることはいうまでもな

い｡


